
田原市の市民協働まちづくり方針（案）パブリックコメント 

提出された意見と市の考え方 

 
 
■方針の内容に関する意見 

NO. 
該当 
ページ 

提出された意見 市の考え方 

１ １ 

②価値観・ニーズの多様化 
○価値観・ニーズの多様性に、環境・

観光という文言があってもよいので

はないでしょうか。 
観光は県内でも指折りの観光地と

して知られています。そして、それの

基盤にあるのは「渥美半島の豊かな自

然環境」です。特に環境に対する目は、

１０年前と比べて格段に厳しくなっ

ていると思います。ただ、まだまだ多

くの課題がある中でそこに具体的に

取り組む人材・団体が少ないことが現

状であり、そこの改善を期待すること

を表記した方がよいと思います。 

 ご指摘のとおり「豊かな自然環境」

や「観光」に関する記述を追記すると

ともに「より一層の人材の育成、活躍」

との表記に改めることとします。 

２ ４ ⑤市民等と事業者のよりいっそうの

相互理解・協働の促進 
○ＮＰＯ等の団体との協働事業を･･･

一層連携を深めていくことが期待さ

れています。 
 とありますが、「期待している」と

いうのでは、遠くで見ていますよとい

う感じです。協働の促進が進むように

市としては、○○を進めますというこ

とが表記されるほうがよいのではな

いでしょうか。 

ご指摘を踏まえ「期待している」で

はなく「必要とされています」との認

識を示すこととし、表記を改めること

とします。 

  



 
■その他（方針に反映せず参考として取扱う意見） 

NO. 
該当 
ページ 

提出された意見 市の考え方 

１ ３ ① 市民活動の現状 
○市内には福祉・文化・体育などの団

体や全国組織の地域団体……とあり

ますが、全国組織の地域団体というの

はＪＣのことだと思いますが、その前

の福祉・文化・体育という分類はどう

いう視点でしょうか。市民活動という

ならやはりＮＰＯの分類に則って表

現した方がよいと思います。 
 後々、ＮＰＯなどの団体という語句

が表記されているということは、市民

活動団体という中には、ロータリーク

ラブや商工会、ＪＣなども含まれてい

るように思います（Ｐ５ その他すべ

ての団体）が、同列に考えるのは「市

民協働」という位置から見ると違うの

ではないかと思います。 
 「市民活動支援センター」における

対象は、市民の中からボトムアップで

生まれてきた活動ととらえています。

市民協働まちづくり補助金も同じで

はないでしょうか。 

 「市内には、･･･」の記述は、例示で

あり、これらは社会福祉協議会・文化

協会・体育協会を想定しているもので

す。 
原案どおりとします。 

 
 
 
 
「田原市市民協働まちづくり条例」

における「市民協働」は、「市民の参

加と協働」を意味するもので、幅広く

とらえています。 
原案どおりとします。 

 
 
 
 この部分では、市民活動を支える本

市の制度として、「市民活動支援セン

ター」及び各種補助金を説明している

ところです。 
原案どおりとします。 



２ ５ ③地域コミュニティ団体に期待され

ている役割 
○市民活動団体の基礎的団体として

位置付けられた地域コミュニティ団

体は…とありますが、市民活動は地域

コミュニティの組織の中で活動して

いるように感じます。どの団体も活動

場所はどこに行ってもコミュニティ

という地域の中ですが、コミュニティ

組織の中に位置づけられるものでは

ありません。コミュニティと市民活動

団体との関係性をより適正に表現す

ることが必要だと思います。 
 

 地域コミュニティ団体は市民活動団

体の一種であると捉えています。よっ

て、市民活動団体は地域コミュニティ

組織の中に位置付けられているもので

はありません。 
原案どおりとします。 

３ ６ ⑤市の機関に課せられている役割 
○市民公益活動を支援（環境活動整

備、情報協力、人的・財政的支援等）

すること 
○民主的かつ公平な運営をしている

地域コミュニティ団体を認定するこ

と 
 市民公益活動を行っている団体に

きちんと公平に支援がされているで

しょうか。地域コミュニティとは主に

自治会ということで、そこは認定し、

人的・財政的支援をするということで

すが、公益活動（社会貢献活動）を進

めている団体へもその公益性を精査

し差別化しながら支援すべきではな

いでしょうか。 

ご意見は、事業を進めるうえで参考

とさせていただき、原案どおりとしま

す。 
 

 



４ ９～ 第４章 市民協働の６つの指針それ

ぞれの項に 現状と比較して今後の取

り組みが示されています。その文末 
表現が、さも市民・市民活動団体が主

体的に取り組むようになっています。

ここは、市として提言される方針なの

ですから、「今後の取り組みへの期待」

としたうえで、～することを期待して

います。～となることを期待します。

という表現の方がよいのではないでし

ょうか。 

この方針は、市民・市民活動団体・

事業者が主体的に取り組むことが前提

となっており、市としての提言ではな

く、市民や市民活動団体と市が協力し

て市民協働まちづくり会議を中心とし

て策定したものですので、このような

表現になっています。 
原案どおりとします。 



５  全体として、市民の中から生まれてき

て活動をしている市民活動団体より

も、行政寄りの、行政の下部組織、あ

るいは行政の声掛かりで構成された

団体に、重点が置かれているように感

じます。 
 地域コミュニティの活動は行政機

関の下部組織的な要素が強く（だから

こそ財政的支援がしっかり保証され

ている）、市民活動というには当ては

まらないのではないでしょうか。 
 公共施設における指定管理者制度

にしてもコミュニティがほとんどで

す。 
また、平成１９年度から「まちづくり

アドバイザー」による連絡機能をもた

せているとありますが、市民活動とつ

ながっているとは思えません。地域の

中に潜在的にある課題を解決し、その

地域をよりよくしていくということで

あれば、行政や市民館のみではなく市

民活動につながることが必要だと思い

ます。 
 平成２０年４月に田原市市民協働ま

ちづくり条例が制定され、市民協働課

を窓口として市民活動が行政と協働し

ながらまちづくりに進んできたものが

何年か経ち、これからだ、というとき

に企画課の中の係となったことで、予

算的なものも含め、いろいろと相談を

する機能などが縮小しているように思

います。 

ご意見は、事業を進めるうえで参考

とさせていただき、原案どおりとしま

す。 

 
 



６ １６ Ｐ１６ 様々な協働方式の導入に 

リサイクルセンターや給食センター

のことがありますが、市の財政負担を

考慮した結果としての民間の導入で

す。民間の力を活用すれば「市民協働」

だという考え方は、一般市民の理解と

かけ離れています。この市民協働まち

づくり方針の中に入れるべきではな

いと思います。 

ＰＦＩ・ＰＰＰ等は行政と民間の特

性・能力を活かした方式による業務を

実施するもので、公共が自ら行うより

も効率的に公共サービスの提供するこ

とができるものです。この形態も協働

の一手法として活用を図るものです。 
原案どおりとします。 

７  市民活動というものについて、市と

してのとらえ方が明確に示されてい

ません。読み取った感じでは、かなり

広義になっているようです。そのため

に、コミュニティからロータリーもＪ

Ｃもはいり、各種スポーツクラブも入

るようにとらえられます。そうすると

子ども会も老人会も入ることになり

ます。少なくとも行政の下部組織だっ

たり外郭団体は「市民活動団体」とは

言えないのではないでしょうか。 
 線を引くとなれば、ＮＰＯの分類に

当てはめることができる活動をして

いるかどうか、ということだと思いま

す。また、市民活動支援センターで対

応できる団体は上記のような団体で

はありません。つまり、市民活動団体

をもう少し狭義に捉えた方がよいの

ではないかということです。 
 行政として広義にとらえ、関わって

いこうという姿勢ならばそれはそれ

で、いいと思いますが、狭義の市民活

動団体と性質が異なることを明記し、

少なくとも１章～３章の内容をそれ

ぞれに合わせて作り変え、さらにそれ

らの関係性や行政がそれらの様々な

団体とどのようにかかわっていこう

としているのか、ということを記載す

ることが必要だと思います。 

「田原市市民協働まちづくり条例」

における「市民協働」は、「市民の参

加と協働」を意味するもので、幅広く

とらえています。 
原案どおりとします。 



 行政機関が県などのように大きけ

れば細分化されるものが小さな市で

は細分化されずに一つの係や課の中

で対応しなければならなくなるのは

理解できますが、考え方、捉え方にお

いてははっきりと区別し、少なくとも

いわゆる「市民活動」についての考え

方、理解のあり方を見直してほしいと

思います。 

 


